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＜参考＞

１．国際勧告などとの関連

本標準は、狭帯域（６４kbit/s から１９２０kbit/s）における同報型オーディオビジュアル多地点間通

信システムに関して、そのシステム、端末、呼制御形態などの技術条件を規定しており、１９９３年３

月の世界電気通信標準化会議（WTSC-93）において承認されたＩＴＵ－Ｔ勧告Ｈ．３３１に準拠してい

る。

（注）本文中の“ＣＣＩＴＴ”の記述は、’９３年３月の世界電気通信標準化会議（WTSC-93）の結果を

受けて、

・ＣＣＩＴＴ勧告については、ＩＴＵ－Ｔ勧告

・ＣＣＩＴＴの組織については、ＩＴＵ－ＴＳ

・'９３年３月のＣＣＩＴＴ総会については、世界電気通信標準化会議（WTSC-93）と読み代えて下さい。

２．上記国際勧告などに対する追加項目など

2.1　オプション選択項目

　なし

2.2　ナショナルマター

　なし

2.3　その他

　 (1) ６４kbit/s 音声ＰＣＭ符号化に関しては、Ａ則、μ則双方を考慮することが必要であるため、また、

チャネルレートに関しても、１９２０kbit/s まで考慮しているため、ＴＴＣ標準ではなくＣＣＩＴＴ

勧告を参照している。

　 (2) 本標準の本文中にある「検討課題」の事項は、ＣＣＩＴＴでの検討状況を考慮して、標準化を行う。

2.4　原勧告との章立て構成比較表

　上記国際勧告との章立て構成の相違はない。

３．改版の履歴

版　数 制　定　日 改　版　内　容

第１版 １９９３年　４月２７日 制　定
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４．工業所有権 

本標準に関わる「工業所有権の実施の権利に係る確認書」の提出状況は、ＴＴＣホームページでご覧に

なれます。 

 

５．その他 

 (1) 参照している勧告、標準など 

ＴＴＣ標準  ： ＪＴ－Ｇ７２２、ＪＴ－Ｇ７２８、 

 ＪＴ－Ｈ２２１、ＪＴ－Ｈ２３０、ＪＴ－Ｈ２４２、 

 ＪＴ－Ｈ２６１、ＪＴ－Ｈ３２０、 

 ＪＴ－Ｑ９３１ 

ＣＣＩＴＴ勧告： Ｇ．７１１、 

 Ｈ．２００／草案ＡＶ．２５３、 

 Ⅰ．４００シリーズ 
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１．概　要

　本標準は、信号分配機能を有するＩＳＤＮ網を利用することによって多くの受信端末に送信端末からオー

ディオビジュアル（ＡＶ）信号を配信する同報型多地点間通信システムと端末装置に対する技術要求条件

を記述している。1920kbit/s以下の伝送速度を持つＩＳＤＮチャネル（Ｂ，Ｈ0，ｎ×Ｂ，ｎ×Ｈ0，Ｈ11，

Ｈ12）が利用される。

　このシステムに於ける本質的な技術の特徴は、受信端末から送信端末への通信路が局内で終端されてい

るため、情報提供端末（IPT）と情報受信端末（IRT）間の通信は双方向ではありえないということである。

通信手順はネゴシエーションをあてにすることができない。このことはＪＴ－Ｈ３２０とは別の勧告を必

要とすることとなるが、ＪＴ－Ｈ３２０をベースとして、同報型多地点間通信システムとして特別に必要

な事項に対処しているため、ＪＴ－Ｈ３２０とこの勧告の両方に準拠する端末は容易に実現される。

２．定　義

　ＢＡＳ：Bit-rate Allocation Signal．コマンド、Ｃ＆Ⅰ信号、端末能力などを送信するためのＴＴＣ標準Ｊ

Ｔ－Ｈ２２１に規定されるフレーム構造内のビット位置。

　Ｃ＆Ⅰ：受信側の状態を変える「制御」とシステムを機能させることに関する情報を提供する「通知」

とから構成される端末間のエンド・エンド信号方式。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２３０も参照のこと。

インバンド信号：Ｂ／Ｈ０／Ｈ11／Ｈ12チャネル内に収容されているＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１のフレー

ム構造のＢＡＳを経由する信号。

情報提供端末（ＩＰＴ）：ＩＲＴにオーディオビジュアル情報を配信する端末。

情報受信端末（ＩＲＴ）：ＩＰＴからオーディオビジュアル情報を受信する端末。

アウトバンド信号：Ｂ／Ｈ０／Ｈ11／Ｈ12チャネル（ＣＣＩＴＴ勧告Ⅰ．４００シリーズによる）とは別

のＤチャネルを経由する信号。

３．システム

　図３－１／ＪＴ－Ｈ３３１に示した同報型多地点間通信システムは、１つのＩＰＴと多数のＩＲＴとディ

ジタル交換機の中に多地点接続機能を持つ通信網（ＩＳＤＮ）から構成されている。このシステムで数多

くのアプリケーションを提供することが可能である。

とりわけ　－多地点からの遠隔監視

－遠隔講義

－情報提供

最後の例は、従来のアナログ電話網で提供されているテレホンサービスと同様なものである。

４．端　末

4.1　構　成

　ＩＰＴとＩＲＴの構成はＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ３２０の端末の構成と類似しているが、ＩＰＴはＡＶ信号

送信能力のみを具備しており、ＩＲＴはＡＶ信号受信能力のみを具備している。図４－１／ＪＴ－Ｈ３３

１を参照。ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ３２０との大きな違いはシステム制御部にある。

4.2　通信モードと端末タイプ

表３－１／ＪＴ－Ｈ３２０，表３－２／ＪＴ－Ｈ３２０による。
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4.3　ビデオの符号器と復号器

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２６１あるいはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１付属資料Ａに記載されていることによる。

4.4　オーディオの符号器と復号器

　ＣＣＩＴＴ勧告Ｇ．７１１、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７２２、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｇ７２８、ＣＣＩＴＴ勧告

Ｈ．２００／草案ＡＶ．２５３あるいはＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１付属資料Ａに記載されていることによ

る。

4.5　フレーム構成

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１による。

4.6　Ｃ＆Ⅰ信号

　下記のＣ＆Ⅰ信号は同報型多地点間通信システムに関したものである。

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２６１で規定されている画面フォーマット制御

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２３０で規定されている画面凍結要求ＶＣＦ

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２６１で規定されている画面凍結解除制御

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２６１で規定されているスプリット画面通知

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２６１で規定されている書画カメラ通知

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２３０で規定されているオーディオ起動／停止ＡＩＡ／ＡＩＭ

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２３０で規定されているビデオ起動通知 VIA/VIA2/VIA3

－ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２３０で規定されているビデオ抑圧通知ⅤＩＳ

　最初の画面フォーマット制御信号は符号化されたビデオ信号の中に間断なく組み込まれている。その他

のＣ＆Ⅰ信号はＩＰＴの必要に応じて使用される。

　保守用のＣ＆Ⅰ（ＬＣＡ，ＬＣＶ，ＬＣＤ，ＬＣＯ）は表２－１／ＪＴ－Ｈ２３０の定義に従って、必

須か必須でないかに基づき、組み込まれるべきである。

4.7　通信手順

4.7.1　標準手順

　注．通信は、一般的にフェーズＡ（呼設定）、フェーズＢ（モード設定）、フェーズＣ（ＡＶ信号の伝

送）、フェーズＤ（終了）、フェーズＥ（呼解放）から成るが、この放送型ＡＶ多地点間通信システムに

おいては、フェーズＢとフェーズＤは省かれる。

　ＩＰＴとＩＲＴ間のインバンドでの能力交換（ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２４２に規定されている）をこのシ

ステムでは使えないので、ＩＰＴの全ての伝送モードはサービス仕様の一部としてＩＲＴに予め知らされ

るべきである。表１２－１／ＪＴ－Ｈ２４２に関連する以下のようなリストが含まれるべきである。

－オーディオ符号化方式

－ビデオ規格、フォーマット（CIF/QCIF）、最小画面間隔

－転送レート

－制約のある網（関係する場合）

－ＬＳＤ、ＨＳＤ、ＭＬＰ、Ｈ－ＭＬＰ（関係する場合）

－データチャネル内のアプリケーション（関係する場合）

－複数バイト拡張（関係する場合）
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　サービス仕様に則ってＩＰＴから要求される必要機能を、ＩＲＴは具備すべきである。

　ＩＲＴはアウトバンドチャネルを通して網から応答メッセージを受け取った後、インバンドチャネルの中

からＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１フレームを探し、網を介したＩＰＴからのＦＡＳとＢＡＳを含む着ＡＶ信号

を受ける準備をする。ＦＡＳとＢＡＳを含む送信信号は任意にできる。

　ＩＰＴは応答メッセージを送信し、アウトバンドチャネルを通して網から応答確認メッセージを受け取る

と、インバンドチャネルを通してＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１に則ってフレーム化されたＡＶ信号をそれに相

応するＢＡＳコマンドと共に送信し始める。（受信信号を無視し、ＦＡＳ内に次のビットを挿入しながら）

Ａ＝０　受信信号に関わらず

Ｅ＝０　受信信号に関わらず

Ｃ1、Ｃ2、Ｃ3、Ｃ4　計算結果

Ｌ1、Ｌ2、Ｌ3　チャネル番号

Ｎ1、Ｎ2、Ｎ3、Ｎ4　多数のＢや多数のＨ０の通信に適用

　最初の呼のＩＲＴ以外のＩＲＴは任意の時点でＩＰＴからのビット列にアクセスするので、ＩＰＴは周期

的にINTRA画像を挿入し、ＩＲＴは復号器の出力でＡＶ信号がきれいになるまでＡＶ信号をミュートする

必要がある。INTRA画像挿入の周期とミュート解除のタイミングは設計者の選択による。

4.7.2　例外手順

　ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｈ２２１に則ったフレーミングの喪失のような誤った状態からの回復は、一般的に設計

者の選択による。回復手順に対するガイダンスは今後の課題である。

５．呼制御形態

　注．この章では、多地点同報網の持つ能力の一例をあげる。この例は多地点同報サービスの標準化された

サービス規定として説明されている訳ではない。

5.1　網条件

　網は、以下を条件として、多地点に同報する能力を備えている。

－このサービスを利用するＩＰＴは網にあらかじめ登録されている。

－ＩＰＴは、単一のＢあるいはＨ0 チャネルの通信の場合、一般的なＩＳＤＮの番号が割り当てられる。

多数のＢあるいはＨ0 チャネルが使われる場合、それぞれのチャネルに独白の番号が割り当てられる。

これは、構成するチャネルをお互いに見分ける必要があるからである。ＩＲＴがＩＰＴに接続したい

ならば、一般的な番号で呼び出すことができる。その結果、ＩＲＴから網への発呼手順において、特

別なネットワークアクセスプロトコルや特別なアクセス番号は必要ではない。

－網からＩＰＴへの発呼手順は、一般的な発呼手順である。一般的接続から多地点接続を見分けるため

の特別なプロトコルも必要ではない。
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5.2　呼設定

　ＩＲＴ（ＩＲＴ-1）がＩＰＴのＩＳＤＮ番号を使ってＩＰＴを呼び出す。ＩＰＴを収容している着信交換

機が着信先ユーザを登録されたＩＰＴと確認できると、網はアウトバンドチャネルを通してＩＰＴに呼設

定信号を送る。ＩＰＴの応答を受けると、網はＩＰＴからＩＲＴへパスを張るだけである。ＩＲＴからの

パスはＩＰＴには接続されず、網で終端される。ＩＲＴに接続されたＩＰＴが他のＩＲＴ（ＩＲＴ-2、-3、

…）に呼び出されると、着信交換機はＩＰＴに呼設定信号を送らない。この点が最初の呼制御手順と異な

る。そして、着信交換機はＩＰＴからＩＲＴヘパスを接続するだけである。これにより、同じ情報がそれ

ぞれの接続されたＩＲＴに配信される。

5.3　呼解放

　ＩＲＴ（ＩＲＴ-a）が切断信号を送ると、着信交換機はＩＲＴ-aへのパスを解放するが、この信号をＩＰ

Ｔには転送しない。従って、ＩＰＴはＩＲＴ-aへの通信が終わったことを知らない。着信交換機はＩＰＴか

ら他のＩＲＴへの接続と伝送を続ける。最後のＩＲＴが切断信号を送ると、着信交換機はＩＰＴにこの信

号を送り、一般的な呼を解放するようにパスを解放する。

5.4　多チャネル

　多数のＢやＨ0の通信の場合、発呼端末は端末の手順に従って多数の呼を発する。

－第一チャネルから順に、ＦＡＳやＢＡＳに含まれる受信したチャネル番号を確認しながら。

－同時に。

　呼設定メッセージの中の情報要素の符号化規則は、ＴＴＣ標準ＪＴ－Ｑ９３１で定義されたＡＶサービ

スの規則に従う。この同報型多地点間通信サービスに対するＨＬＣのオクテット４の特別な設定は今後の

課題である。

5.5　受信端末の認証

　ＩＰＴがＩＲＴに呼び出された時、ＩＰＴあるいは網によって発呼者を認証することが必要なこともあ

る。このことは今後の課題である。

６．相互通信

　この端末は電話端末やテレビ電話・会議端末と相互通信できなければならない訳ではない。
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図３－１／ＪＴ－Ｈ３３１　同報型多地点間通信システム

図４－１／ＪＴ－Ｈ３３１端末装置構成
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